
平成１３年(ワ)第２６３０１号　損害賠償等請求事件
平成１５年５月１３日口頭弁論終結
                          判　　　　　　　　　決
              原　　　　　　告  　  　　　　メディカルサイエンス株式会社
              原　　　　　　告        　 　 株式会社アートコネクシヨン
              原告ら訴訟代理人弁護士　   　 佐　藤　忠　雄
              同　　　　　　　　　　　   　 森　　　利　明
              被　　　　　　告　　　　　　  ワールド・ウィンドウ株式会社
              被　　　　　　告　　　　　　　Ａ
              被　　　　　　告      　　    Ｂ
              上記被告ら訴訟代理人弁護士  　御器谷　　　修
              同                      　　  島　津　　　守
              同                       　　 梅　津　有　紀
              被　　　　　　告　　　　　　　Ｃ
                          主　　　　　　　　　文
  １　被告Ｃは，原告メディカルサイエンス株式会社に対し，２７１６万９８７７
円及びこれに対する平成１４年２月２５日から支払済みまで年５分の割合による金
員を支払え。
  ２　同被告は，原告株式会社アートコネクシヨンに対し，２９２万７５１２円及
びこれに対する前同日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
  ３　同被告は，原告メディカルサイエンス株式会社に対し，２００万円及びこれ
に対する前同日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
  ４　同被告は，原告メディカルサイエンス株式会社の主宰に係る顧客会員組織
「氣づきの会」の会員に対し，書面の送付・頒布，電話，面会等によって接触し，
同被告が主宰する団体組織への入会勧誘並びに別紙物件目録記載(1)及び(2)の商品
の販売活動をしてはならない。
  ５　同被告は，別紙物件目録記載(2)の商品及びその広告に，別紙表示目録記載の
表示をし，又は同目録記載の表示をした上記商品を販売してはならない。
  ６　同被告は，原告メディカルサイエンス株式会社の主宰に係る顧客会員組織
「氣づきの会」の会員及び第三者に対し，原告両社及びその代表者であるＤについ
て，商品「ブレインプラーナ」はＤが開発したものではないこと，原告両社には同
商品の在庫がなく会員に不良品を販売していること，原告両社が近く倒産するこ
と，原告両社及びＤが詐欺的な商売をしていること，その他これに類する陳述を告
知・流布してはならない。
  ７　原告らの被告Ｃに対するその余の請求を棄却する。
  ８　原告らの，被告Ａ，被告Ｂ及び被告ワールド・ウィンドウ株式会社に対する
請求を，いずれも棄却する。
  ９　訴訟費用は，原告らと被告Ａ，被告Ｂ及び被告ワールド・ウィンドウ株式会
社との間に生じた分を原告らの負担とし，原告らと被告Ｃとの間に生じた分を同被
告の負担とする。
                          事実及び理由
第１　請求の趣旨
  １　被告らは，原告メディカルサイエンス株式会社に対し，連帯して，２７１６
万９８７７円及びこれに対する平成１４年２月２５日（被告ら全員に対して訴状が
送達された日の翌日）から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
  ２　被告らは，原告株式会社アートコネクシヨンに対し，連帯して，２９２万７
５１２円及びこれに対する前同日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払
え。
  ３　被告らは，原告メディカルサイエンス株式会社に対し，連帯して，５００万
円及びこれに対する前同日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
  ４　被告Ａは，原告アートコネクシヨン株式会社に対し，４１７万９８４０円及
びこれに対する平成１２年８月１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支
払え。
  ５　被告Ｂは，原告アートコネクシヨン株式会社に対し，１６万２０００円及び
これに対する平成１２年９月１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払
え。
  ６　被告らは，原告メディカルサイエンス株式会社の主宰に係る顧客会員組織
「氣づきの会」の会員に対し，書面の送付・頒布，電話，面会等によって接触し，



被告らが主宰する団体組織への入会勧誘並びに別紙物件目録記載(1)及び(2)の商品
の販売活動をしてはならない。
  ７　被告らは，別紙物件目録記載(1)の商品を，訴外Ｅから仕入れてはならない。
  ８　被告らは，別紙物件目録記載(2)の商品を，訴外BioSynergy社及び同KLAMATH  
BLUE  GREEN社から仕入れてはならない。
  ９　被告らは，別紙物件目録記載(2)の商品及びその広告に，別紙表示目録記載の
表示をし，又は同目録記載の表示をした上記商品を販売してはならない。
  １０　被告らは，原告メディカルサイエンス株式会社の主宰に係る顧客会員組織
「氣づきの会」の会員及び第三者に対し，原告両社及びその代表者であるＤについ
て，商品「ブレインプラーナ」はＤが開発したものではないこと，原告両社には同
商品の在庫がなく会員に不良品を販売していること，原告両社が近く倒産するこ
と，原告両社及びＤが詐欺的な商売をしていること，その他これに類する陳述を告
知・流布してはならない。
第２　事案の概要
　原告メディカルサイエンス株式会社（旧商号「氣づきの会株式会社」。平成１２
年１０月２５日に現商号に変更。以下，商号変更の前後にかかわらず，「原告メデ
ィカル」という。）は，健康器具の輸出入及び販売並びに健康食品等の輸出入及び
販売を業とする会社であり，会員組織型訪問販売事業を行っている。原告株式会社
アートコネクシヨン（以下「原告アート」という。）は，健康器具及び健康食品等
の販売を業とする会社であり，取扱商品の企画，製造委託管理，輸入，卸業務を行
っている。被告Ａ及び被告Ｂは，いずれも原告アートの従業員であった者であり，
同原告を退職して，被告ワールド・ウィンドウ株式会社（以下「被告会社」とい
う。）の取締役となった。被告Ｃは，原告メディカルの主宰する顧客会員組織「氣
づきの会」（以下，原告メディカルとの混同を避けるため，会員組織のことを指す
場合にのみ「氣づきの会」という。）の会員であった者である。
　本件における原告らの請求の内容は，次のとおりである。
    (1)　原告らは，被告らが，原告らの営業秘密である「氣づきの会」の会員情報
を不正に取得し，原告らから示された同情報を不正の利益を得る目的で開示・使用
し，あるいは不正開示された同情報を使用して，同会員らに対して商品の購入の勧
誘等をしたなどと主張して，被告会社に対しては不正競争防止法２条１項７号，被
告Ａ及び被告Ｂに対しては不正競争防止法２条１項７号又は原告アートとの間の雇
用契約違反，被告Ｃに対しては不正競争防止法２条１項４号，８号に基づき，請求
の趣旨第６項の差止請求をしている。
    (2)　原告らは，被告らが，原告らの営業秘密である原告両社の商品である健康
器具の仕入先の情報及び健康食品の仕入先の情報につき，原告らから示された同情
報を不正の利益を得る目的で開示・使用し，あるいは不正開示された同情報を使用
して，被告会社において同一の商品を仕入れたなどと主張して，被告会社，被告Ｂ
及び被告Ｃに対しては不正競争防止法２条１項８号，被告Ａに対しては不正競争防
止法２条１項７号又は原告アートとの間の雇用契約違反に基づき，請求の趣旨第７
項，第８項の差止請求をしている。
    (3)　原告らは，被告らが，原告両社の健康食品とは品質の異なる健康食品につ
き原告両社の健康食品と同じ成分表示を施して品質を誤認させたとして，被告らに
対して，不正競争防止法２条１項１３号に基づき，請求の趣旨第９項の差止請求を
している。
    (4)　原告らは，被告らが，氣づきの会の会員らに，原告両社及びその代表者Ｄ
の営業上の信用を害する虚偽の事実を告知・流布したとして，被告らに対して，不
正競争防止法２条１項１４号に基づき，請求の趣旨第１０項の差止請求をしてい
る。
    (5)　原告メディカルは，被告らの上記(1)ないし(3)記載の各不正競争行為を理
由として，被告会社及び被告Ｃに対しては不正競争防止法４条又は民法７０９条，
被告Ａ及び被告Ｂに対しては不正競争防止法４条，民法７０９条又は商法２６６条
ノ３第１項に基づき，請求の趣旨第１項の損害賠償請求をしている。
    (6)　原告アートは，被告らの上記(1)ないし(3)記載の各不正競争行為を理由と
して，被告会社及び被告Ｃに対しては不正競争防止法４条又は民法７０９条，被告
Ａ及び被告Ｂに対しては不正競争防止法４条，民法７０９条又は商法２６６条ノ３
第１項に基づき，請求の趣旨第２項の損害賠償請求をしている。
    (7)　原告メディカルは，被告らの上記(4)の不正競争行為を理由として，被告
らに対して，名誉信用毀損による損害として請求の趣旨第３項の損害賠償請求をし



ている。
    (8)　原告アートは，被告Ａ及び被告Ｂに対して，退職金の返還及びこれに対す
る退職日の翌日以降の利息として，請求の趣旨第４項，第５項の金員支払請求をし
ている。
  １　争いのない事実
    (1)　原告メディカルは，気の波動を利用した健康器具（装置）の輸出入及びそ
の販売並びに海藻・川藻・薬草等の自然栄養素を補強した健康食品等の輸出入及び
その販売等を目的として設立された株式会社であり，会員組織型訪問販売事業を行
っている。原告アートは，健康器具及び健康食品の販売等を業とする株式会社であ
る。
    (2)　被告Ａは，以前，原告アートに勤務して，平成５年２月１０日から平成１
１年６月２０日までは同原告の取締役であった者であり，平成１２年７月末日に同
原告を退職した。被告Ｂは，平成１０年１２月１０日から，原告アートの従業員と
なった者であるが，平成１２年８月末日に同原告を退職した。上記被告両名は，い
ずれも被告会社の取締役を務めていたが，被告Ｂはその後取締役を退任した。被告
会社は，健康食品の販売及び輸出入等をその業務の一部とする会社で，平成１２年
１０月１７日，ゼィー・ディー商事有限会社を組織変更して設立された。
    (3)　原告両社は，健康器具「ブレインプラーナ」及びそのシリーズ（以下「原
告商品１」という。）を販売している。平成９年３月，原告メディカルは，アメリ
カのKLAMATH  BLUE  GREEN社（以下「ＫＢＧ社」という。）から，健康食品「ブル
ーグリーン」（２種，４アイテム。以下「原告商品２」という。）を輸入し，販売
を開始した。
    (4)　原告両社の代表者であるＤは，平成６年８月，顧客会員組織である氣づき
の会を発足させ，全国各地で説明会を開いて会員を集めた。原告両社は，同会によ
る連鎖販売取引を行ってきた。氣づきの会においては，会員の購入又は販売実績，
会員育成実績に応じて，一定割合のロイヤリティが支払われることが規約に定めら
れていた。上記の活動の中で，原告両社は氣づきの会の会員情報を保有するように
なった。
    (5)　被告会社は，別紙物件目録(1)記載の商品（以下「被告商品１」とい
う。）を，訴外Ｅ（あるいは同人の経営する会社）から仕入れて販売している。ま
た，被告会社は，被告Ａから訴外BioSynergy社（以下「ＢＩＯ社」という。）の存
在を知らされ，同社から健康食品「ブルーグリーン」を仕入れて，別紙物件目録記
載(2)の商品名（以下「被告商品２」という。）で販売した。
  ２　争点
    (1)　原告らの主張する，①氣づきの会の会員情報，②原告商品２の仕入先であ
るＫＢＧ社及びＢＩＯ社の情報，③原告商品１の仕入先であるＥの情報が，不正競
争防止法２条４項の営業秘密に当たるか（争点１）。
    (2)　上記(1)記載の①会員情報及び②仕入先情報につき，被告らがこれを不正
に取得し，原告らから示された同情報を不正の利益を得る目的で開示・使用し，あ
るいは不正開示された同情報を使用した行為が認められるか（争点２）。
    (3)　被告らによる，被告会社の販売する被告商品２の品質を誤認させる不正競
争行為が認められるか（争点３）。
    (4)　被告らによる，原告両社及び原告両社代表者の信用を害する虚偽の事実の
告知等が認められるか（争点４）。
    (5)　被告Ａ及び被告Ｂの就業規則違反の行為が認められるか（争点５）。
    (6)　被告らの一般不法行為が認められるか（争点６）。
    (7)　原告両社の損害（争点７）
第３　争点に関する当事者の主張
  １　争点１（①氣づきの会の会員情報，②原告商品２の仕入先であるＫＢＧ社及
びＢＩＯ社の情報，③原告商品１の仕入先であるＥの情報が，不正競争防止法２条
４項の営業秘密に当たるか）について
    (1)　原告らの主張
      ア　原告両社の取扱商品について
          原告両社が現在顧客会員組織「氣づきの会」を通じて販売している商品
は，①体内のバランスを調整し，気エネルギーを充実させ，遺伝子を強化する小型
振動機器である「ブレインプラーナⅤ」及び「ブレインプラーナⅤスパー」（以
上，原告商品１），②約１００種類の栄養素を持ち，分子構造が血液と同じヘモグ
ロビン構造をしている天然栄養素食品（藍藻類）である「ブルーグリーンアルジー



１００」（カプセル状）及び「ブルーグリーンアルジー１００」の絞り汁をベース
に３種の天然ハーブ（イチョウの葉・ゴトコラ・フォーティ）を付加した脳の総合
栄養食品である「ブルーグリーンブレイン２４」（舌下吸収の液体タイプ）（以
上，原告商品２）並びに③その付属部品及び複合商品である。
      イ　原告商品１開発及び販売の経緯
          原告両社代表者Ｄが原告商品１を開発し，原告両社において販売するに
至った経緯は次のとおりである。
        (ア)　Ｄは，平成３年，中国滞在中に，耳の反応点を使った小型機器（魔
針）を紹介され，魔針を日本国内で販売しようとして市場実験を行った。
        (イ)　平成４年，Ｄは，知人から台湾製の複合波発振機を使用して中国の
工場で製造されている複合波発振製品があることを紹介され，商品効用が優れてい
ると判断し，原告アートにおいて，この商品を独自開発することにした。
        (ウ)　Ｄは上記開発に当たり，被告Ａから，上海の開発元に開発・製造依
頼をすることを提案され，被告ＡからＥの紹介を受けて，原告商品１の第１号機
「マジックニードルⅠ」として，Ｅに，中国の製造会社から調達して日本に輸出し
てもらい，平成５年から市場実験を兼ねたテスト販売（卸販売）を開始した。
        (エ)　Ｄは，平成６年１１月１６日，これにつき，耳のツボ自動探測によ
る刺激装置として実用新案登録を受けた（登録第３００７２６７号）。
        (オ)　平成７年，Ｄは，「マジックニードルⅡ」を開発し，Ｅの工場で独
自に製造するとともに，「マジックニードルⅠ」の販売を中止し，「マジックニー
ドルⅡ」の販売に切り替えた。
        (カ)　平成８年１２月，「マジックニードルⅡ」を性能アップさせた「ブ
レインプラーナⅤ」を販売開始した。さらに，平成１０年１２月，「ブレインプラ
ーナⅤ」の性能アップ版として，「ブレインプラーナⅤスパー」を販売アイテムに
追加した。
      ウ　原告商品２販売の経緯
          原告両社が原告商品２を販売するようになった経緯は次のとおりであ
る。
        (ア)　平成８年１０月２３日，原告メディカルは，アメリカのＫＢＧ社と
の間で，原告商品２（液体・カプセル）につき独占販売契約を締結した。
        (イ)　平成９年３月，原告メディカルは，ＫＢＧ社から，原告商品２（２
種・４アイテム）を輸入し，販売を開始した。
        (ウ)　平成９年１０月，原告アートは，原告商品２の仕入先としてアメリ
カのＢＩＯ社を追加し，ＫＢＧ社からは同商品の液体のものを，ＢＩＯ社からは同
商品のカプセルのものを，それぞれ輸入するようになり，ＢＩＯ社との間で，口頭
により，同商品につき日本での独占販売契約を締結した。
        (エ)　平成１３年２月１日，原告アートは，ＢＩＯ社との間で，原告商品
２につき，日本を含むアジア圏の独占販売契約を書面で締結した。
      エ　原告メディカルの販売形態
          Ｄは，本件商品の販売を合法的な連鎖販売取引によって行うこととし，
平成６年８月，顧客会員組織である「氣づきの会」を発足させた。平成８年９月に
は，原告メディカルを設立し，商品販売部門を独立させた。
          氣づきの会は，平成１２年７月，販売プログラムを変更したが，このプ
ログラム変更に携わったのが，被告３名及び被告Ａの夫である被告会社代表者，そ
の他有力なトップ会員であり，同被告らは，これにより原告両社の販売組織及び販
売方法に関する情報を入手した。
          氣づきの会の会員数は，平成７年には５００名，平成８年には１５００
名，平成１０年には３０００名，平成１２年には６０００名と急増したが，被告ら
の共謀による妨害行為により，平成１２年７月より会員数が減少するようになり，
現在は１７５０名まで減少した。
      オ　原告両社の営業秘密
        (ア)　会員情報
          ａ　有用性
              連鎖販売取引においては，会員組織は財産である。よって，会員情
報は，その情報自体が事業活動に使用・利用されるものであり，事業活動に有用な
営業上の情報といえる。
          ｂ　非公知性
              会員情報については，原告両社は，会員を含めて一切外部に公表し



ておらず，一般には全く知られていないものである。
          ｃ　秘密管理性
              氣づきの会の会員情報については，原告両社は，社内のパソコンで
管理し，会員等から他の会員についての情報の照会があっても，個人情報なので一
切回答しない旨の社内ルールを定めていた。また，原告両社は，パソコンで管理し
ていた会員情報を，営業事務の従業員のみが２回のパスワードを入れることによっ
て初めて見ることができる体制をとっていた。また，原告両社は，就業規則におい
て，従業員に対して会社の秘密保持義務を課し，その違反者に対しては，一定の制
裁処分をとる旨定めていた。
            Ａ　パソコンによる会員情報の管理
                パソコンによる会員情報の管理は，平成１０年６月から稼動して
おり（甲５３の「顧客マスター」のデータベースの作成日時が，平成１０年６月２
５日であることから明らかである。），その後は，パソコンで管理していた会員情
報に基づいて，受注伝票をコンピュータで出力していた（甲２５ないし２８）。こ
の会員情報に販売管理情報をリンクさせたのが，「顧客マスター」を更新した平成
１２年２月である。
              ①　平成１２年８月当時，原告両社の事務所には，３台のパソコン
があり，まずパソコンを立ち上げるのに，３台それぞれに異なるパスワードが必要
であり，パソコンを立ち上げた後，会員情報のデータにアクセスするためには，改
めて起動のときとは別のパスワードを入力する必要があった。この２種類のパスワ
ードを知っていたのは，当時の営業事務の従業員４名と，原告メディカルの経理の
コンピューター処理及びあらゆるデータ管理分析を同原告から委託されていた，被
告会社の代表者に限られていた。このパスワードは営業事務の従業員に個別に与え
られており，他の従業員が，そのパスワードを知ることはできなかった。原告両社
は，情報管理のために，各端末ごとに違うパスワードを２回入力しなければならな
いシステムを，わざわざ費用をかけて作ったのであり，パスワードは会社にいる従
業員全員にとって，これを知り得る状況になかった。
              ②　商品管理の従業員は，営業事務とは全く別の部屋で作業し，そ
の作業内容も，主に商品の梱包・発送であり，会員情報を知る必要がなかった。ま
れに，会員情報を知る必要があるときも，商品管理の従業員のうちの１人（Ｉ）
が，営業事務の従業員に尋ねて，確認していた。営業事務の従業員は，いつもパソ
コンのあるデスクで仕事をしていたので，商品管理の従業員が，自らパソコンを操
作することは一切なかった。
              ③　パソコンで管理していた情報は，紙媒体の会員登録申請書の情
報以外にも，商品の注文状況，その会員が紹介した会員の名前，その月のロイヤリ
ティーなども含まれており，これらの情報は，連鎖販売取引を行っている原告両社
にとって，極めて重要な会員情報であった。
            Ｂ　紙媒体による会員情報の管理
                紙媒体による会員情報は，ファイルに入れて，営業事務の従業員
付近の，目の届く書棚に置かれていた。前記のとおり，商品管理の従業員は，担当
業務の内容から，会員情報を知る必要がなかったし，まれに必要があっても，営業
事務の従業員に聞いて確認する取扱いであった。よって，商品管理の従業員は，営
業事務の従業員に気づかれずに，同ファイルを見ることはできなかったし，業務内
容から，勝手に同ファイルを見る必要も全くなかった。
            Ｃ　原告両社の会員情報管理
                前記のように，原告両社においては，会員情報は営業上の秘密で
あったことから，会員情報についての照会には一切回答しない旨の社内ルールが定
められており，会員に対して，会員情報を提供したことはなかった。ただ，平成１
３年の２月及び３月に，氣づきの会の普及に大変熱心な会員からのたっての要望が
あり，会員名簿を貸したことがあった。ただし，この際には，当該会員から借用書
を徴求し，同借用書で「他の人へ，名簿の内容を伝えたり，貸与やコピーをするこ
と」をしない旨約束させている。会員名簿の借用は，過去に２回だけ，地域の非常
に熱心な会員に対して，誓約書と社長承認という厳格な手続を踏んで，極めて限定
的に行ったものであり，原告両社の厳格な会員情報管理体制を明確に示している。
        (イ)　仕入先の情報
            原告商品１の仕入先Ｅは，原告アート以外の取引先に製品を供給しな
い旨契約していた。原告商品２は，Ｄが友人を通じて情報を得て，アメリカヘ行っ
て交渉した結果，ＢＩＯ社及びＫＢＧ社から仕入れることとなったものである。原



告アートはＢＩＯ社との間で，日本を含むアジア圏での独占販売契約を締結し，原
告メディカルはＫＢＧ社との間で，日本における独占販売契約を締結していた。
          ａ　有用性
              仕入先の情報も，原告商品１及び２が特殊な商品であること，原告
両社は，当該仕入先から，独占的に当該商品の供給を受ける権利を有していること
から，事業活動に有用な営業上の情報といえる。
          ｂ　非公知性
              Ｅ，ＢＩＯ社及びＫＢＧ社の連絡先は，原告両社内でもごく限られ
た人しか知らず，一般には全く知られていないものである。
          ｃ　秘密としての管理
              原告アートが，原告商品１の製造を依頼していたＥの連絡先（住
所・電話番号）は，原告両社では，被告Ａのみが知っており，また原告両社が原告
商品２を仕入れていたＢＩＯ社及びＫＢＧ社の連絡先（住所・電話番号）も，Ｄと
被告Ａのみが知っており，上記連絡先は，原告両社のトップシークレットとされて
いた。
    (2)　被告ら（ただし，被告Ｃを除く。）の主張
      ア　原告らの主張オ(ア)について
        (ア)　パソコンによる会員情報の管理
            原告メディカルがパソコンによる会員情報の一元的管理の体制を整え
たのは，平成１２年４月のことであるが，この時点において，パソコン起動の際に
はパスワードを入力するが，会員情報自体を閲覧するのにパスワードによる保護は
されていなかった。同年８月ころまでは，同社における会員情報管理システム（Ｋ
ＤＫ２）は試運転状況にあり，パスワードが設定されたのは，同年８月ころであっ
たはずである。この時点において，被告Ａは原告アートを退職していたため，同シ
ステムを利用したことはほとんどない。被告Ｂも同月に原告アートを退職してお
り，同様である。
            原告両社が，原告メディカルの経理のコンピューター処理及びあらゆ
るデータ管理分析を，被告会社（当時ゼィー・ディー商事有限会社）に委託したと
いうのは，Ｄが販売実績の分析を委託した，という限度では正しく，またその際会
員情報の一部が示されたことは事実であるが，その情報は委託された業務が終了し
た時点ですべて原告両社に返還しており，その情報を被告らが保管して使用したと
いう事実はない。
        (イ)　紙媒体による会員情報の管理
            会員情報は，パソコンで管理するほか，事務所内のファイルにも保存
されており，平成１２年８月当時，パソコンが使いづらかったこともあり，紙媒体
の会員情報ファイルが頻繁に使用されていた。その保管棚には，扉が付いておら
ず，当然施錠もなく，会員情報は，甲３２の写真よりも杜撰な状況で保管されてい
た。このため，当時１０人程度いた従業員の誰もが同ファイルを閲覧することがで
きた。
            商品管理の従業員たちも，営業事務の手伝いをすることがあり（入金
確認等），この際，当然に，会員情報を閲覧することがあった。また，商品の発送
作業自体，会員情報の閲覧なしには不可能な作業である。これらの際，原告らが主
張する営業事務でない従業員も，営業事務の従業員に断ることなく閲覧をしてい
た。ファイルのコピー及び持ち帰りについても特に禁じられることはなかった。
        (ウ)　会員間で会員情報が知られていたこと
            さらに，氣づきの会のように，連鎖販売取引に関わる者にとっては，
会員が個人同士で相互紹介をすることが常態であった。したがって，会員同士の間
で会員情報が知られていた可能性は十分ある。会員や第三者から会員情報について
照会があった場合でも，それらに一切応答しないという規則はなく，個別の事案ご
との対応がされていた。
            上記のとおり，原告メディカルの主宰する氣づきの会の会員情報は，
営業秘密として管理されていたとはいえない。
      イ　同オ(イ)について
          原告商品２は一般的な商品であることは原告らが認めるところであり，
特殊な商品ではない。ＢＩＯ社及びＫＢＧ社の連絡先はいずれもホームページで公
開されており，秘密とはいえない。
          マジックニードル及び原告商品１は，もともと被告ＡがＥと知人であっ
たことから初めて輸入が可能となったものであり，Ｅの連絡先が原告両社の秘密で



あるとはいえない。
  ２  争点２（①会員情報及び②仕入先情報につき，被告らがこれを不正に取得
し，原告らから示された同情報を不正の利益を得る目的で開示・使用し，あるいは
不正開示された同情報を使用した行為が認められるか）について
   (1)　原告らの主張
      ア　被告らの行為－会員情報について
        (ア)　Ｄは，平成１１年の初旬に，当時，原告アートの取締役であった被
告Ａの勧めにより，原告メディカルの経理のコンピューター処理及びあらゆるデー
タ管理分析を，被告Ａの夫が代表者で，被告Ａも取締役であった被告会社に委託し
た。これにより，氣づきの会の会員情報は，被告会社に示された。
        (イ)　被告Ａは，原告アートの従業員・取締役として，原告両社の経理業
務全般を担当し，これにより，氣づきの会の会員情報を得た。
        (ウ)　被告Ｂは，原告アートの従業員として，原告両社の営業事務を担当
し，これにより，氣づきの会の会員情報を得た。
        (エ)　被告Ｃは，氣づきの会の会員であったが，被告Ａ及び被告Ｂが，原
告アートを退職した後に，被告会社，被告Ａ及び被告Ｂから氣づきの会の会員情報
を取得した。その際，被告Ｃは，被告会社，被告Ａ及び被告Ｂの不正開示行為であ
ることを十分認識していた。また，被告Ｃは，Ｄの説明会の参加者（氣づきの会の
会員及び新規の者）が，会場の入口で記入した住所・氏名・連絡先を記入した名簿
を，各地の説明会において，原告両社及びＤに無断で，写し取った。
        (オ)　被告らは，氣づきの会の会員情報を利用して，同会員に「同じもの
が安く入手できる」と言ったり，原告両社及びＤの誹謗中傷を流し，原告と全く同
じ商品（被告商品１）及び類似の商品（被告商品２）の購入の勧誘をした。
      イ　被告らの行為－仕入先の情報について①
        (ア)　被告Ａは，原告アートを退職する直前の平成１２年７月２０日こ
ろ，Ｄに対し，「原告商品１の輸入を止めてみせる。もし，従来どおりの輸入がし
たいなら，定価の１０パーセントの手数料を私に払うこと。そうしなければ私が日
本で１万円で売る。この機器は，私とＥが作った物であり，社長はただ売っていた
だけである。」と述べて脅迫するとともに，営業秘密である仕入先情報を利用し
て，Ｅに対し，原告商品１の原告両社への供給を，被告Ａを通じて行うように働き
かけた。なお，被告Ａの働きかけの結果，Ｅも，原告アート以外の取引先には製品
を供給しない旨契約していたにもかかわらず，Ｄに対し，被告Ａを通さなければ取
引しないと述べた。
        (イ)　被告Ａ又は同被告から上記仕入先情報を取得した被告会社は，Ｅか
ら被告商品１を仕入れて，これを販売している。被告会社が販売している上記商品
は，被告ＡがＤの決裁なしに無断でＥに発注して製造され，原告アートが引取りを
拒絶した商品であり，原告商品１と全く同一の商品である。
        (ウ)　被告Ｂ及び被告Ｃも，被告Ａから営業秘密である上記仕入先情報を
取得した。被告会社，被告Ｂ及び被告Ｃが，被告Ａより，上記製造・仕入先情報を
取得した際，被告会社，被告Ｂ及び被告Ｃは，被告Ａの不正開示行為であることを
十分認識していた。
      ウ　被告らの行為－製造・仕入先の情報について②
        (ア)　被告Ａは，平成１２年７月３１日に，原告アートを退職したが，遅
くとも，退職直後の同年８月までに，被告会社に対し，営業秘密である原告商品２
の仕入先であるＢＩＯ社及びＫＢＧ社の連絡先（住所・電話番号）を不正に開示し
た。
        (イ)　被告会社は，被告Ａから上記営業秘密を取得し，平成１２年８月に
ＢＩＯ社に連絡を取り，同年１１月には，原告商品２（カプセル）１０７５本を発
注し，さらに，平成１３年４月５日，同社に原告商品２を１０５６本発注した。
        (ウ)　被告Ｂ及び被告Ｃも，上記営業秘密を取得した。被告会社，被告Ｂ
及びＣは，仕入先情報を取得した際，被告Ａの不正開示行為であることを十分認識
していた。原告商品２に関しては，原告アートがＢＩＯ社とアジア圏における独占
販売契約を締結しているため，被告会社は，アメリカ在住の被告Ａの兄を経由して
仕入れた。
    (2)　被告ら（ただし，被告Ｃを除く。）の主張
        原告らの主張はすべて否認する。
      ア　被告らは，独自の会員網を通じて商品販売活動をしているものであり，
原告両社の会員網を利用していない。



      イ　被告らは，現在ＢＩＯ社及びＫＢＧ社から商品を仕入れておらず，差止
請求は訴えの利益を欠く。
  ３　争点３（被告らによる，被告会社の販売する被告商品２の品質を誤認させる
不正競争行為が認められるか）について
    (1)　原告らの主張
        被告らは，被告商品２及びその広告において，同商品の成分について，別
紙表示目録記載の表示をしている。しかしながら，同商品の成分及びその含有量
は，別紙表示目録記載の成分及びその含有量とは，全く異なるものである。すなわ
ち，別紙表示目録の内容は，原告アートが扱う原告商品２の成分表をそのまま盗用
したものであるが，同成分表は，原告アートが，同社が扱う原告商品２の成分を，
専門機関に委託して分析してもらって，そのうえで作成したものである。一方，被
告商品２の仕入単価（７ドル５２セント）は，原告商品２の仕入単価（１４ドル３
５セント）の２分の１程度であり，また被告会社（実際に連絡したのは被告Ａ）
は，ＢＩＯ社に注文する際に，「２００㏄の號珀色のビンに，１カプセル２２０㎎
で２４０粒（原告商品２と外見・仕様が全く同じ）であれば，品質は悪くてもよ
い，できるだけ安い物を頼む」と述べたことから，被告商品２が，原告商品２と同
等の品質を有していないことは，明白である。にもかかわらず，被告らは，被告商
品２に，原告商品２と全く同じ成分表示を付しているのであり，商品の品質を誤認
させる表示をしていることは，明白である。
    (2)　被告ら（ただし，被告Ｃを除く。）の主張
        原告らの主張はすべて否認する。
        被告らが現在仕入れている被告商品２の表示に誤りはなく，何らの誤認惹
起行為はない。被告会社が過去に一度だけＢＩＯ社から仕入れた被告商品２の品番
は，原告商品２の品番と同一である５０５３６であり，原告両社と被告会社が同一
の商品を仕入れていたことは明らかである。したがって，被告会社が販売していた
被告商品２の成分表示が原告らと同一であったのは当然である。被告会社が７ドル
余で同商品を仕入れたのは，ＢＩＯ社との交渉によるものであり，仕入値が異なる
ことから原告両社が注文した商品と被告会社が注文した商品とが異なるものとはい
えない。また，被告会社は，米国所在のＢＩＯ社から，米国内宛で同商品の配送を
依頼しており，運送費の面でも原告両社との差が存するのは当然である。なお，商
品の単価について，原告両社は，訴状では１４ドル３５セントと主張する一方，乙
１０では１２ドル３３セントとなっており，また，通関に際しては，原告アートは
３ドルから３ドル５０セントとして申請しており（乙１３），原告らがどのような
根拠から上記主張をするのか，また実際の購入価格がいくらであったのか定かでな
い。
  ４　争点４（被告らによる，原告両社及び原告代表者の信用を害する虚偽の事実
の告知等が認められるか）について
    (1)　原告らの主張
        被告Ａは，平成１２年７月末に原告アートを退職したために同原告がＥか
らの原告商品１の仕入れが困難になったことを奇貨として，自ら原告商品１の販売
を計画し，その販売先として同商品が広く知れ渡っている氣づきの会の会員に販売
することを企て，同時に原告商品２類似の商品も販売する計画を立て，同年８月
に，原告アートの仕入先であるＢＩＯ社に対して商品の供給を要請した。そして，
被告Ｂが原告アートを退職した直後の同年９月から，被告Ａは，販売体制を整備
し，氣づきの会の会員に具体的に接近した。同年１０月に，被告Ａらは，氣づきの
会を脱会させられた被告Ｃと組み，原告両社と同様の販売システムを作り，商品の
準備や会社の商号変更等を行った。同年１１月，原告商品２が入庫し，氣づきの会
の会員に対する販売計画を実行に移した。被告らは，上記の動きの中で，氣づきの
会の会員に対して，原告両社及びその代表者であるＤについて，原告商品１はＤが
開発したものではないこと，原告両社には原告商品１の在庫がなく会員に不良品を
販売していること，原告両社が近く倒産すること，原告両社及びＤが詐欺的な商売
をしていること，その他これに類する原告両社及び両社の代表者であるＤの営業上
の信用を害する虚偽の事実を告知し，又は流布した。
        なお，Ｄが開発した原告商品１は，複合波の発振を特徴としており，被告
らが他者が開発したと称する単一波を発振するものとは異なる。
    (2)　被告ら（ただし，被告Ｃを除く。）の主張
        原告らの主張はすべて否認する。
        マジックニードルは，Ｄが開発をしたものではない。Ｄ自身も，同製品販



売の初期の段階では，これを単に「輸入」しているにすぎないことを自認している
（乙６）。したがって，「マジックニードルはＤが開発したものではない」旨の発
言は虚偽の事実の告知とはいえない。この点，原告らは，Ｄが開発した原告商品１
は複合波の発振を特徴としており，単一波を発振するものとは異なると主張する
が，マジックニードルとの差は明確でない。なお，原告らが挙げる，原告アートと
Ｅとの契約書（甲１９，２０）は，マジックニードルに関する何の記載もなく，Ｄ
がこれを開発した証明にはならない。むしろ，Ｅは，Ｄが同商品を開発したことを
否定している。
  ５　争点５（被告Ａ及び被告Ｂの就業規則違反の行為が認められるか）について
    (1)　原告らの主張
        原告両社では，平成１２年５月に，当時の原告両社の従業員全員に就業規
則を配布すると同時に，同規則どおりの残業・休日出勤，出張等の手当等の支払を
始めた。
        被告Ａは原告アートの取締役として，被告Ｂは同原告の従業員として，い
ずれも「会社の業務上の機密及び会社の不利益となる事項を他に漏らしたり，機密
を流用したりし，会社が不利益になるような行為を行わない（退社後においても同
様である）」（原告アート就業規則３１条４項）という義務を負っており，被告Ａ
及び被告Ｂの上記１ないし４の行為は，原告アートの就業規則に違反し，雇用契約
に違反する行為である。
    (2)　被告Ａ及び被告Ｂの主張
        原告らの主張は否認する。就業規則については，被告Ａ及び被告Ｂは，そ
の内容はおろか存在についてさえ知らされていなかった。
  ６　争点６（被告らの一般不法行為が認められるか）について
    (1)　原告らの主張
      ア　原告両社の代表者であるＤは，自ら考案した理論と，自ら開発・仕入れ
た商品を基に，全国各地で説明会を開催し，Ｄ自身やその理論及び商品に共感し，
信頼を寄せた人々を氣づきの会の会員としてまとめ，原告両社は，その会員組織を
通じて，商品を販売してきた。
      イ　被告会社は，原告両社の経理関係のコンピューター処理を受託し，被告
Ａは原告アートの取締役であり，被告Ｂも原告アートの営業事務職であり，被告Ｃ
は氣づきの会の有力会員であり，被告らは，いずれも，Ｄ及び原告両社と一緒にな
って，氣づきの会及び原告両社の経営・運営を行ってきた者であり，Ｄが最も信頼
をおいて業務を任せてきた者であった。
      ウ　しかるに，被告らは，原告両社及び氣づきの会について知っていること
を利用して，原告両社の仕入先に手を回し，原告両社に独占販売権があることを十
分認識しながら，原告両社の取扱商品と全く同じ商品（被告商品１），及び類似の
商品（被告商品２）の入手経路を確保した。被告商品１については，被告らは入手
した商品の内容には一切手を加えず，外観の商品名等の表示のみ変更し，付属品
（耳ゴム・ケーブルコード等）も原告商品１と全く同じセットの仕方をし，さらに
商品のパッケージについても，その形，大きさから商品の仕切方まで原告商品１と
全く同じである。被告商品２については，上記３で述べたとおり，被告らは，成分
表示を盗用して品質を偽るとともに，カプセルの大きさ（２２０㎎），１ビンの中
のカプセルの数（２４０粒）及びビンの大きさ・色はすべて原告商品２と全く同じ
である。
      エ　被告らは，氣づきの会と同様の組織を作り，上記４で述べたとおり，氣
づきの会の会員等にＤ及び原告両社の誹誇中傷を行い，さらに，原告両社の取扱商
品と同じ商品を廉価で販売する旨の甘言を弄し，動揺した同会の会員を，被告会社
の会員として横取りし，もって，原告両社の売上げを減少させ，原告両社に損害を
与えた。
      オ　被告Ｃは，次の行為によって，原告両社の売上げを減少させ，原告両社
に損害を与えた。①平成１２年１１月２７日の告発をきっかけに，氣づきの会の会
員に対し，新聞記事を題材に「氣づきの会被害者の会結成のお知らせ」なる怪文書
を作成して流布し，会員の不安と動揺を煽り，会員の横取りを始めた。②平成１３
年３月下旬，渋谷のハローワークに原告メディカルの新聞記事や誹謗中傷文書を持
参し，原告メディカルの求人を取り下げるようにクレームを出し，営業妨害をし
た。③同月２９日，氣づきの会の会員に対し，Ｄが在宅起訴された報道新聞やイン
ターネット記事をＦＡＸや電話で配布し，更なる営業妨害をした。④各地で説明会
を開催し，自分が主宰する「融和の会」に入会を働きかけ，氣づきの会の会員を横



取りし，被告会社の商品を継続的に販売した。
      カ　商法２６６条ノ３第１項による責任
          被告Ａ及び被告Ｂは，被告会社の取締役であるところ，被告Ａ及び被告
Ｂは，被告会社が上記不正競争行為及び不法行為を行えば，原告両社が損害を被る
ことを十分認識しながら，被告会社の業務を執行した。
    (2)　被告ら（ただし，被告Ｃを除く。）の主張
        原告らの主張はすべて否認する。
  ７　争点７（原告らの損害）について
    (1)　原告らの主張
      ア　原告両社の経常利益は，被告Ａが原告アートを退職し，営業妨害行為を
するようになった平成１２年１１月以降，極端に低落した。
        (ア)　原告メディカルが被った損害は下記のとおりである。
          平成１２年８月期（８月決算）の経常利益５９７６万１２１９円‥①
          平成１３年８月期の経常利益▲１７８６万７００３円（損益）‥‥②
          経常利益の減少額（①－②）７７６２万８２２２円‥‥③
          上記減少額③のうちの３割は，氣づきの会会員の自動脱会（会員は１年
間商品を購入しないと自動的に脱会となる）によるもので，これを除いたうちの５
割が被告らの影響である。
          ③×０．７×０．５＝２７１６万９８７７円
        (イ)　原告アートが被った損害は下記のとおりである。
          平成１２年３月期（３月決算）の経常利益１０７４万０１６７円‥④
          平成１３年３月期の経常利益２３７万５８４６円‥‥⑤
          経常利益の減少額（④－⑤）８３６万４３２１円‥‥⑥
          上記減少額⑥のうちの３割は，氣づきの会会員の自動脱会（会員は１年
間商品を購入しないと自動的に脱会となる）によるもので，これを除いたうちの５
割が被告らの影響である。
          ⑥×０．７×０．５＝２９２万７５１２円
      イ　虚偽事実流布による損害
          上記４の被告らによる虚偽事実流布（誹謗中傷）により，原告メディカ
ルは名誉信用を毀損され，損害を被った。上記損害に対しては，５００万円をもっ
て慰謝すべきである。
      ウ　退職金の返還請求
        　被告Ａは原告アートの取締役として，被告Ｂは同原告の従業員として，
いずれも会社の業務上の機密及び会社の不利益となる事項を他に漏らしたり，機密
を流用したり，会社の不利益になるような行為を行わない義務（退職後も同様）を
負う（就業規則３１条４項）。よって，同被告らが原告両社の会員情報，仕入先情
報を利用して，原告両社の取扱商品と全く同じ商品（被告商品１）及び類似の商品
（被告商品２）を販売し，原告両社に損害を与えたことは，「従業員が退職後，故
意によって会社に損害を与えた場合」（同規則５７条）に当たり，原告アートは退
職金の返還を求め得る（同規則同条）。よって，同原告は，①被告Ａに対し，同社
が同被告に対して支払った退職金４１７万９８４０円の，②被告Ｂに対し，同社が
同被告に対して支払った退職金１６万２０００円の返還を求める。
      エ　金員請求のまとめ
        　①原告メディカルは，被告Ａ及び被告Ｂに対し，不正競争防止法４条，
民法７０９条又は商法２６６条ノ３第１項に基づく損害賠償金として，被告会社及
び被告Ｃに対し，不正競争防止法４条又は民法７０９条に基づく損害賠償金とし
て，連帯して２７１６万９８７７円及びこれに対する平成１４年２月２５日（被告
ら全員に訴状が送達された日の翌日）から支払済みまで年５分の割合による遅延損
害金の支払，②原告アートは，被告Ａ及び被告Ｂに対し，不正競争防止法４条，民
法７０９条又は商法２６６条ノ３第１項に基づく損害賠償金として，被告会社及び
被告Ｃに対し，不正競争防止法４条又は民法７０９条に基づく損害賠償金として，
連帯して，２９２万７５１２円及びこれに対する前同日から支払済みまで年５分の
割合による遅延損害金の支払，③原告メディカルは被告らに対し，連帯して，虚偽
事実流布による名誉信用毀損を理由とする損害賠償として５００万円及びこれに対
する前同日から支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払，④原告アート
は被告Ａに対し，退職金４１７万９８４０円の返還及びこれに対する退職日の翌日
である平成１２年８月１日から支払済みまで年５分の割合による利息の支払，⑤原
告アートは被告Ｂに対し，退職金１６万２０００円の返還及びこれに対する退職日



の翌日である平成１２年９月１日から支払済みまで年５分の割合による利息の支払
をそれぞれ求める。
    (2)　被告ら（ただし，被告Ｃを除く。）の主張
        原告らの主張は，すべて否認する。
第４　被告Ｃに対する請求についての当裁判所の判断
      被告Ｃは，適式の呼出しを受けながら，本件口頭弁論期日に出頭しないし，
答弁書その他の準備書面も提出しない。
      したがって，本件訴訟において原告らが主張する請求原因事実（前記第２，
１（争いのない事実）記載の事実及び第３（争点に関する当事者の主張）における
原告ら主張事実）について，被告Ｃは，これを争うことを明らかにしないものであ
るから，これを自白したものとみなす。
      そこで，上記の請求原因事実に基づき判断するに，同事実によれば，被告商
品１及び２については，被告会社が訴外Ｅ（あるいは同人の経営する会社）又はＢ
ＩＯ社から仕入れているか，あるいは仕入れたことがあるというにとどまり，被告
Ｃが自ら仕入れているか，あるいは仕入れたことがあるというものではない。そう
すると，被告Ｃに対して，被告商品１及び２の仕入行為の差止めを求める請求（請
求の趣旨第７項，第８項）は，差止めの利益を欠くものであり，理由がない。
      また，虚偽事実の流布行為による名誉信用毀損を理由とする損害賠償５００
万円の請求（請求の趣旨第３項）については，上記請求原因事実記載の侵害行為の
態様等の事情に照らし，信用毀損による損害として２００万円の限度でこれを認め
る。
      そして，上記請求原因事実によれば，原告らの被告Ｃに対するその余の請求
は，理由がある（ただし，いずれも不正競争防止法上の請求につき，理由があるも
のと認める。）。
第５　その余の被告らに対する請求についての当裁判所の判断
  １　本件における事実関係等
      前記当事者間に争いのない事実に証拠（甲１ないし５，甲９ないし１１，甲
１４，甲１７，甲１９ないし２９，甲４６ないし５０，甲５３，甲５８，乙１ない
し７，乙９ないし１２，証人Ｆ，原告両社代表者本人，被告Ａ，被告Ｂ及び被告会
社代表者各本人。書証の枝番号は省略する。）及び弁論の全趣旨を総合すれば，次
の各事実が認められる。
    (1)　原告メディカルは，旧商号を「氣づきの会株式会社」といい，「気」の波
動を利用した健康器具（装置）の輸出入及びその販売並びに海藻・川藻・薬草等の
自然栄養素を補強した健康食品等の輸出入及びその販売等を目的として設立された
会社である。原告メディカルは，会員組織型訪問販売事業を行っており，同原告の
主宰する顧客会員組織は「氣づきの会」という。原告アートは，健康器具及び健康
食品等の販売を業とする会社であり，取扱商品の企画，製造委託管理，輸入，卸業
務を行っている。原告メディカルと原告アートの事務所は同一場所にあり，代表者
も同一で，原告両社の事務は峻別されていない。
        原告両社の代表者であるＤは，その事実はないにもかかわらず，東京大学
物理学科を卒業して，ＮＡＳＡ（アメリカ航空宇宙局）の研究員（あるいはＮＡＳ
Ａの関連研究施設研究員）であったと自称しており，このような言動をもって氣づ
きの会の会員に信用させ，会員から信頼や尊敬を集めていた。Ｄに対する信頼が，
同会の会員を会員としてつなぎ止めることに大きく影響していた。
    (2)　被告Ａ及び被告Ｂは，いずれも原告アートの従業員であった者である。被
告Ａは，平成４年，アルバイト従業員として原告アートに入社し，平成５年２月１
０日から平成１１年６月２０日までは同原告の取締役であった。同被告は，平成１
２年７月末をもって同社を退職した。被告Ｂは，平成１０年１２月から平成１２年
８月まで同原告に勤務した。上記被告両名は，同原告を退職後，被告会社の取締役
となったが，被告Ｂは現在は取締役を退任している。
        被告会社は，平成１０年５月１５日，ゼィー・ディー商事有限会社として
設立され，平成１２年１０月１７日，組織変更により現在の被告会社となった。被
告会社は，健康器具や健康食品の販売及び輸出入等のほか，上下水道の管理，設備
工事等をその業務として行っている。
        被告Ｃは，氣づきの会の会員であった者である。
    (3)　被告Ａは，原告メディカルが会員組織型訪問販売事業を行っていることか
ら，原告アートにおいて，金銭の出納やロイヤリティ（会員組織において，会員の
購入又は販売実績，会員育成実績に応じて，一定割合で会員に支払われる金銭）の



計算や電話応対等の事務をしていた。被告Ｂは，ロイヤリティ計算や電話応対等の
事務をしていた。原告両社は，上記(1)のとおり，Ｄの存在が非常に大きい会社であ
り，取締役会等も開催されることはほとんどなかった。被告Ａは取締役といって
も，実際に経営に関与することはなく，出納の責任者の立場にあったが，手当等も
Ｄのいうままに支払をしていた。
        被告Ａの夫は被告会社の代表者である。同人は，コンピュータの専門家で
はないが，表計算のソフトウェア等の知識があることから，被告会社は，原告メデ
ィカルのポイントの入力や売上の集計等を請け負っていた。
    (4)　原告メディカルの主力商品に，「気」の波動を利用した健康器具（装置）
であるという原告商品１及びそのシリーズと，アメリカのクラマス湖に生えている
藻から作ったという健康食品「原告商品２」（２種，４アイテム）がある。原告商
品１は，中国で製造されており，原告メディカルはこれを輸入して販売していた。
この商品あるいはその基となる装置「マジックニードル」（中国名「魔針」）を開
発したのは，中国のＪ教授であった。そして，この商品の製造を行っているのは，
中国のＥという者で，被告Ａの以前からの知人であった。原告メディカルがこの商
品をＥから輸入することになったのは，被告ＡがＥを知っていたことから，Ｄが被
告ＡからＥの紹介を受けたことによるものであった。
        原告商品２と同種の，クラマス湖に生えている藻から作られた健康食品
は，同商品の製造元であるＢＩＯ社あるいはＫＢＧ社以外でも作られている，アメ
リカでは一般的な商品である。
    (5)　原告メディカルは，平成１２年６月ころ，脱税で国税局の査察を受け，平
成１３年３月ころ，東京地方検察庁により略式起訴された。この査察を受けた際に
は，Ｄはもちろん，被告Ａも，国税局の事情聴取を受けた。さらに，原告メディカ
ルから上記(3)のように同原告のポイントの入力や売上の集計等を請け負っていた被
告会社にも国税局の事情聴取があった。このような国税局の査察があったことやＤ
に対する不信感を抱いたことから，被告Ａは上記査察の翌月の平成１２年７月をも
って原告アートを退職し，被告Ｂも，その翌月の８月をもって退職した。退職時
に，被告Ａは４１７万９８４０円，被告Ｂは１６万１０００円の，それぞれ退職金
の支払を受けた。
        被告Ａは，原告アートを退職する際，既に夫が経営する被告会社の取締役
であったので，そのまま被告会社の取締役として現在に至っている。被告Ｂも，同
原告を退職する際には，特に進路の当てはなかったが，被告会社に入り，取締役と
なった。被告会社では，平成１３年３月ころから，健康器具の販売等を，会員制販
売の方法で始めた。
        被告会社が販売する健康器具は，別紙物件目録記載(1)の商品であり，Ｅか
ら仕入れて販売している。被告商品１は，被告Ａが原告アート在籍中にＥに発注し
たが，同原告が引き取らなかった商品で，原告商品１と全く同一の商品である。ま
た，被告会社では，被告ＡがＢＩＯ社の存在を知っていたことから，同社から上
記(4)のような健康食品を仕入れて，被告商品２の商品名で販売したことがある。現
在は，被告会社は，ＢＩＯ社からは仕入をしておらず，他社から，同様なクラマス
湖に生えている藻から作られた製品を仕入れて，販売している。
  ２　争点１（原告らの主張する，①氣づきの会の会員情報，②原告商品２の仕入
先であるＫＢＧ社及びＢＩＯ社の情報，③原告商品１の仕入先であるＥの情報が，
不正競争防止法２条４項の営業秘密に当たるか）について
    (1)　営業秘密として認められるための要件について
        不正競争防止法２条４項は，営業秘密として保護されるための要件とし
て，(一)営業秘密として管理されていること，(二)事業活動に有用な技術上又は営
業上の情報であること，(三)公然と知られていないこと，を掲げている。そこで，
本件において原告らが営業秘密と主張する，①氣づきの会の会員情報，②原告商品
２の仕入先であるＫＢＧ社及びＢＩＯ社の情報，③原告商品１の仕入先であるＥの
情報が，上記要件を満たすかどうか検討する。
    (2)　氣づきの会の会員情報について
      ア　原告メディカルのような会員制訪問販売事業において，顧客データは，
顧客の住所氏名，電話番号，性別，商品の売上（又は購入）実績といった内容を記
したものである。この種の事業において，このようなデータは，会員組織を有効に
維持して売上を確保するために有用な情報であると認められる。また，このような
情報は，その内容の優劣が同種組織との間の競争において有利な地位を占める上で
大きな役割を果たすものであることから，一般に，各組織ごとに独自のものとして



保有され，他に公開されないものである。
      イ　次に，秘密として管理されているというためには，当該情報にアクセス
した者に当該情報が営業秘密であることを認識できるようにしていること，当該情
報にアクセスできる者が制限されていることが必要である。そこで，本件について
検討するに，氣づきの会の会員情報の管理方法は，証拠（甲２５ないし３７，証人
Ｆ，原告両社代表者本人，被告Ａ，被告Ｂ及び被告会社代表者各本人）及び弁論の
全趣旨によれば，次のようなものであった。すなわち，被告Ｂが原告アートに従業
員として在職していた平成１２年８月ころまでは，会員情報は，原告両社（上記
１(1)のとおり，原告両社の事務は峻別されていない。）の２台ほどのコンピュータ
に，データが収録されて，これを使用して会員情報の管理が行われていた。同年４
月ころ，「ＫＤＫ２システム」というコンピュータによる会員情報等管理システム
が新たに導入されたが，被告Ｂが在職していた同年８月ころまでは，システムの導
入当初ということもあり，頻繁に画面の設定が変わるので，使いづらいものであっ
た。上記のころ，原告両社には，１０人くらいの従業員がいたが，原告両社の事務
を担当する３ないし４名の従業員がこのシステムを操作していた。同システムで
は，コンピュータを立ち上げるにはパスワードが必要であったが，パスワードは上
記のようなシステムの導入当初ということもあって，付箋に記載されてコンピュー
タに貼ってあったため，従業員は，上記事務担当者以外の，商品発送に関わる者も
含め，全員がパスワードを知っていた。また，コンピュータが立ち上がった後は，
事務所に居合わせた者は，誰でもその画面で会員情報を見ることができた。
      ウ　さらに，前記平成１２年４月以前におけるコンピュータによる管理シス
テムは，不十分なものだったこともあり，会員登録の際に提出される会員の情報を
記載した登録申請書の紙片（甲３４はその書式である。）を見て事務処理をするこ
とがしばしばであった。この点は，上記「ＫＤＫ２システム」導入後の，システム
が不安定な時期においても同様である。この紙片は，原告両社の事務所の鍵も掛け
ていない棚や，出窓のところや段ボール箱に入れられて無造作においてあり，従業
員その他，事務所に居合わせた者は，誰でも見たり持ち出したりすることが可能で
あった。そのほか，会員は，地方で講演会を開くときなどに，原告両社の事務担当
者からその地方の会員の名簿の写しをもらってそれらに案内状を出したり，原告両
社の事務所に電話をして，従業員から会員名を教えてもらったりすることが可能で
あった。
      エ　上記の認定事実からすれば，原告両社では，特に紙片の形で存在する会
員情報（登録申請書）について，その管理の仕方は無造作といわざるを得ず，これ
にアクセスできる者は特に制限されておらず，事務所にいる者であれば誰でも見た
り持ち出したりすることができ，また，電話での問い合わせにも特に制限なく会員
情報が伝えられ，これらの者との間に秘密保持契約も締結されていなかったのであ
るから，秘密としての管理がされていたと認めることはできない。したがって，原
告両社の会員情報は，不正競争防止法にいう営業秘密の要件を備えているというこ
とはできない。
    (3)　原告商品２の仕入先であるＫＢＧ社及びＢＩＯ社の情報について
        証拠（乙８の１及び２）によれば，原告商品２の仕入先であるＫＢＧ社及
びＢＩＯ社は，いずれも，インターネットホームページを持ち，そこでネット販売
を受け付けていること，電話番号もそこに掲載していることが認められる。したが
って，これら両社の情報は非公知のものといえず，不正競争防止法にいう営業秘密
とはいえない。
        原告ら代表者本人は，この点につき，原告両社が格別な条件で仕入れるこ
とのできる連絡先が営業秘密であると述べるが，いかなる条件で仕入れることがで
きるかは，取引に入ってからの交渉等によるものであり，仕入先の情報が営業秘密
であるか否かとは関わりがない。原告らの主張は理由がない。
    (4)　原告商品１の仕入先であるＥの情報について
        上記１において認定した事実によれば，原告両社において，原告商品１の
仕入先であるＥの情報は，被告ＡがＥと知人であったことから得られたものである
（この点は，原告らも自認するところである。）。被告Ａは，原告アートでの職務
を通じてＥを知ったものではなく，以前からの知り合いであったものを，原告両社
に情報提供し，それによりＥと原告両社との取引が始まったものである。したがっ
て，原告らの主張どおり，仕入先であるＥの情報が有用かつ非公知なものであると
しても，被告Ａないし同被告からこれを開示された者との関係において，同情報が
原告らの営業秘密ということはできない。



        以上によれば，原告らの主張する，①氣づきの会の会員情報，②原告商品
２の仕入先であるＫＢＧ社及びＢＩＯ社の情報，③原告商品１の仕入先であるＥの
情報は，不正競争防止法にいう営業秘密として原告らが保護を受け得るものではな
い。したがって，争点２について判断するまでもなく，不正競争防止法上の営業秘
密を理由とする原告らの請求は，いずれも失当である。
  ３　争点３（被告らによる，被告会社の販売する被告商品２の品質を誤認させる
不正競争行為が認められるか）について
        証拠（甲４の３９，甲５の３５，被告Ａ本人）によれば，原告商品２と被
告商品２において，商品に成分として表示されている内容は全く同一であるが，こ
れは，被告会社では独自に成分分析をしたわけではなく，被告Ａが，原告商品２と
同じクラマス湖の１００％アルジー（藻）であり，等級による差などはないから，
原告商品２と同じ表示でよいと考えてそのように表示をしたことによるものと認め
られる。
        他方，原告らが被告商品２の実際の成分及びその含有量が別紙表示目録記
載の成分及びその含有量と異なると主張する理由は，①被告会社がＢＩＯ社に注文
した際に，平成１２年１２月５日に被告会社宛てに発送された被告商品２の成分は
甲５２の１のとおりで，上記目録記載のものとは異なること，②被告商品２の仕入
単価（７ドル５２セント）が，原告商品２の仕入単価（１４ドル３５セント）の２
分の１程度であること，③被告会社の担当者である被告Ａは，ＢＩＯ社に注文する
際に，「２００㏄の號珀色のビンに，１カプセル２２０㎎で２４０粒（原告の商品
と外見・仕様が全く同じ）であれば，品質は悪くてもよい，できるだけ安い物を頼
む」と述べた，というものである。
        しかしながら，ＢＩＯ社が被告会社宛発送された被告商品２の成分につい
て記したという書面（甲５２の２）におけるＢＩＯ社代表者の署名は，同社と原告
アートの間の独占販売契約書（甲８）や，同人の書簡（甲４６）における署名と一
見して異なるものであり，この点に照らすと，原告らが根拠として挙げる同書証
（甲５２の２）については真正に作成されたものかどうか疑問があり，これをにわ
かに信用することができない。また，そもそも同書簡が，被告商品２の成分を実際
に分析した結果を記したものかどうかも明らかでない。そして，実際に販売されて
いる被告商品２を入手したうえでその成分を分析した結果は，本件証拠中に存在し
ない。
        さらに，上記ＢＩＯ社代表者の書簡（甲４６）にも，被告会社の担当者
が，廉価なものを望む旨述べたことは記載されているものの，この担当者が「原告
らの商品と外見・仕様が全く同じ）であれば，品質は悪くてもよい」旨述べた事実
は，本件全証拠を総合しても認められない。また，原告商品２の価格も，１２ドル
３３セント（乙１０），１４ドル３５セント（原告両社代表者），通関時には３な
いし３ドル５０セント（乙１３。この点，原告両社代表者は脱税行為をしたものと
述べる。）などと必ずしも定かでなく，原告商品２との価格差を根拠とすることは
できない。かえって，原告商品２と被告商品２とではＢＩＯ社におけるアイテムナ
ンバーが同一であることからすれば，両者は同一の商品と考える方が自然である。
        以上を総合すれば，原告商品２と被告商品２との成分が異なっており，被
告会社において被告商品２の成分を誤認させる表示をしていると認めるに足る証拠
はないというべきである。
  ４　争点４（被告らによる，原告両社及び原告両社代表者の信用を害する虚偽の
事実の告知等が認められるか）について
      原告らは，被告らが共同して，氣づきの会の会員に対して，原告両社及びそ
の代表者であるＤについて，原告商品１はＤが開発したものではないこと，原告両
社には原告商品１の在庫がなく会員に不良品を販売していること，原告両社が近く
倒産すること，原告両社及びＤが詐欺的な商売をしていること，その他これに類す
る原告両社及び両社の代表者であるＤの営業上の信用を害する虚偽の事実を告知
し，又は流布したと主張する。
      しかしながら，本件全証拠を総合しても，被告Ａ，被告Ｂあるいは被告会社
の関係者が上記のような事実を告知し，又は流布した事実を認めることはできな
い。
    (1)　氣づきの会の会員から，被告らがＤを誹謗する内容の事実の告知があった
ことあるいは被告会社の会員組織に氣づきの会の会員を勧誘しようとしたことの証
拠として提出された甲１１の１ないし５，甲１１の８ないし１１には，被告Ｃが上
記のような事実を会員に述べた旨の記載があるが，これと被告Ａ，被告Ｂ，あるい



は被告会社の関係者との共同関係を認めるべき証拠はない。
    (2)　証拠（甲１１の６及び７，甲５５，証人Ｆ）によれば，平成１３年４月２
６日ころ，既に原告アートを退職していた被告Ａ及び被告Ｂと，氣づきの会の会員
であるＦ，Ｇ，Ｈらが喫茶店で面談し，原告両社のこと，その商品のことや氣づき
の会，Ｄのことなどについて，上記被告両名がこれら会員に対し，４時間近くにわ
たって述べた事実が認められる。しかしながら，そこで述べられている内容は，甲
１１の７から明らかなように，退職した従業員が自分のいた会社を振り返っていろ
いろな問題点があったことを述べているにすぎず，原告両社を誹謗するような内容
とは認められない。すなわち，その際の被告Ａ及び被告Ｂの発言が，原告商品１は
Ｄが開発したものではないこと，原告両社には原告商品１の在庫がなく会員に不良
品を販売していること，原告両社が近く倒産すること，原告両社及びＤが詐欺的な
商売をしていること，その他これに類する事実を含んでいたとは認められない（な
お，上記会員らを被告会社の会員組織に勧誘したような事実も認められない。）。
ただし，甲１１の６及び甲５５には，このような内容の記載があるが，テープ起こ
しをして作成した文書であることが明らかな甲１１の７に記載されていない内容が
甲１１の６及び甲５５には記載されているのは，自己の主観が強く入った記載であ
る可能性が高く，甲１１の７に比して甲１１の６及び甲５５は措信できない。
    (3)　その他，被告Ａ，被告Ｂあるいは被告会社の関係者が，何らかの機会に，
原告両社を誹謗する虚偽の事実を他社に述べたことをうかがわせる証拠は存在しな
い。
      したがって，被告Ａ，被告Ｂあるいは被告会社の関係者が，上記のような事
実を告知し，又は流布した事実は認められない。
  ５　争点５（被告Ａ及び被告Ｂの就業規則違反の行為が認められるか）について
    (1)　原告らの上記請求は，原告両社の就業規則に，「会社の業務上の機密及び
会社の不利益となる事項を他に漏らしたり，機密を流用したりし，会社が不利益に
なるような行為を行わない（退社後においても同様である）」（同社就業規則〔甲
１５，甲１６〕３１条４項）旨の規定があることを根拠とする。そして，上記規則
中の退職金規程には，「就業規則第４６条（懲戒解雇事由）に定める懲戒規定に基
づき懲戒解雇された者」及び「退職後，支給日までの間において在職中の行為につ
き懲戒解雇に相当する事由が発見された者」に対する退職金不支給又は減額，支給
後に上記事由が発見された場合に会社が退職金の返還を求めることができると規定
されている（同規定４条）。
    (2)　就業規則中の秘密保持等の義務の規定は，上記のような厳しい制裁を伴い
得るものである。そうすると，上記「会社の業務上の機密及び会社の不利益となる
事項」には，機密としての保護に値するものという見地から，公知の事実や，不正
競争防止法上の営業秘密その他の規定により保護を受け得ないものは含まれないも
のと解するのが相当である。
        既に認定したように，本件において，原告両社の主張する営業秘密は，原
告両社の営業秘密として，不正競争防止法上の保護を受け得るものとはいえない。
また，上記被告両名が，原告両社や代表者の信用を毀損したり，そのうえで，原告
アートに在職中に知り得た会員情報等を用いて，氣づきの会の会員を勧誘したり，
被告商品２につき原告商品２と品質が同じであるという誤認をさせる表示を行った
ことを認めるべき証拠は存しない。さらに，上記４に認定したとおり，同会の会員
と上記被告両名の面談の機会も，会員であってもともと被告Ｂなどと面識のあった
Ｈからの働きかけで実現したものであることが証拠（被告Ｂ本人）により認められ
るから，上記被告両名が原告アートに在職中に知り得た会員情報等を用いたことも
認められない。加えて，この面談の際に上記被告両名がＤについて述べた事柄も，
公知の事実の域を出ない。
        上記によれば，原告らの上記請求は理由がない。
  ６　争点６（被告らの一般不法行為が認められるか）について
      ここで原告らが，被告らの一般不法行為として主張するところは，要する
に，①被告らが原告両社について知悉していることを利用して，原告両社の仕入先
に手を回し，原告両社が独占販売権を有することを十分認識しながら，原告商品１
と全く同一の商品である被告商品１を原告商品１とそっくりそのままのパッケージ
等で販売し，また原告商品２と類似の商品である被告商品２を成分表示を偽って販
売したこと，②氣づきの会と同様の組織を作り，氣づきの会の会員等にＤ及び原告
両社の誹誇中傷を行い，さらに，原告商品１及び２と同じ商品を廉価で販売する旨
の甘言を弄し，動揺した同会の会員を自分達が作った組織である被告会社の会員と



し，氣づきの会の会員を横取りして，原告両社に損害を与えた，という点にあり，
既に判示した点と重複するものである。
    (1)　まず上記①については，既に判示したように，被告らが，被告商品２の品
質を誤認するような表示をしたとは認められない。さらに，証拠（甲７，甲８，甲
１９）から，原告両社が同社らの取扱商品に関しいずれも独占販売権を有すると一
応認められるとしても，それ自体は原告両社と供給者との間の債権的契約にすぎな
いものである。したがって，第三者が当該供給者から商品の供給を受けた結果，供
給者において同契約に反する結果となったとしても，供給者の独占的被供給者に対
する債務不履行となることはあっても，第三者の行為が直ちに不法行為を構成する
ものではないというべきである。独占的供給契約が締結されているような場合に，
第三者が供給者に働きかけて供給を受ける行為が債権侵害の不法行為を構成するた
めには，供給者に働きかける行為が詐欺・強迫のような態様であったり，不正競争
行為として規制されるものであるなど，通常の取引行為を著しく逸脱した行為であ
ることを要すると解すべきである。ところが，本件において，そのような事情は格
別見出されない。すなわち，原告商品１については，既に認定したように，もとも
と供給者であるＥは被告Ａの知人であり，原告両社から引き取りを拒まれた商品で
あることから，被告会社において販売することになったものである。また，原告商
品２についても，既に認定したように，その供給元であるＢＩＯ社，ＫＧＢ社と
も，ホームページを開設し，通信販売を行っているし，証拠（甲４５）によれば，
ＫＢＧ社は日本市場における販売代理店を募集しているような状況である（甲４６
にしても，ＢＩＯ社に対し，被告会社の担当者が日本で販売することを自ら述べな
かったというにすぎない。）。したがって，被告会社が被告商品１及び２を仕入れ
た行為は，通常の取引行為に属するものと認めるのが相当である。被告らが①の不
法行為を行ったという原告らの主張は，採用できない。
    (2)　次に，②については，既に判示したように，被告らが原告両社やその代表
者であるＤの営業上の信用を害する虚偽の事実を告知・流布した事実も，氣づきの
会の会員に対して勧誘を行い，これを横取りして被告会社の会員組織に入会させた
事実も認められない。よって，被告らが②の不法行為を行ったという原告らの主張
も，採用できない。
        以上によれば，原告らの主張する被告らの一般不法行為もまた，これを認
めるに足りない。
  ７　まとめ
      上記によれば，その余の点について判断するまでもなく，原告らの被告Ａ，
被告Ｂ及び被告会社に対する請求は，いずれも理由がない。
第６　結論
      以上によれば，原告らの被告Ｃに対する請求については，理由があるが（た
だし，請求の趣旨第７項，第８項の被告商品１及び２の仕入れの差止請求について
は理由がなく，同３項の名誉信用毀損による損害賠償５００万円の請求については
２００万円の限度でこれを認める。），その余の被告らに対する請求は，いずれも
理由がない。なお，仮執行の宣言については，相当でないから，これを付さない。
      よって，主文のとおり判決する。
      　東京地方裁判所民事第４６部  
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